
※は経済対策等による令和２年度予算措置分を含む （担当課）

・土木工事一式(総額９億８００万円　令和２～３年度継続事業)＜補正予算分＞

・建築工事一式(総額５億２，１１０万円　令和３～４年度継続事業)

・機械・電気設備工事一式(総額２０億６，８００万円　令和３～５年度継続事業)

・信濃川に放流するための水路・樋門工事

・耐水化計画を作成

・浸水時の排水作業を迅速に行うため可搬式ポンプを常備

・雨水貯留タンクや防水板の設置費を助成

＜補正予算分＞ 地域建設課

・宅地浸水を解消するため、河川や排水路を整備 地域建設課

・予測浸水深より高い位置にある高速道路や国道の活用調査

(単位:千円)

○ 市内最大の排水能力を持つ寿町排水ポンプ場の整備　　※ 1,591,150

○ 緊急排水の強化 15,270

下水道課

100,000

【新規】○ 下水道施設の耐水化を推進 25,000 下水道課

○ 国道８号「喜多町アンダーパス部」に冠水時の車両進入防止対策を実施 14,000 道路管理課

○ 住民自らが行う浸水対策の支援 9,000 下水道課

下水道課

○ 河川環境の整備・保全 267,413 河川港湾課

○ 浸水常襲箇所のピンポイント対策を実施　　※ 71,573 下水道課

60,000

【新規】○ 道路高架区間等を活用した緊急避難施設の検討 1,000 土木政策調整課

３ 水害等の自然災害への備えの充実
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・防災力強化に関する相談対応や講師派遣等の支援を強化

・外部有識者の意見を聴取

・自主防災会活動費と防災資機材購入費を助成

・地域における情報伝達訓練や緊急避難場所開設訓練等を実施

・体験しながら学ぶ防災教室を実施

・「わが家の防災タイムライン」小学生版に加え、新たに中学生・大人版を作成

・メモリアル施設の運営を支援

・メモリアル施設を活用し、青少年への防災教育を実施

・液体ミルクなどの備蓄品の整備

・防災講座の開催や子育てあんしん支援者の養成

○ 地域防災力の強化 9,316 危機管理防災本部

15,201 危機管理防災本部

＜拡充＞○ ・自主防災活動へのアドバイザー派遣や研修会を実施

○ 自主防災会の育成と活動の支援

○ みんなの防災フェアの開催 3,200 危機管理防災本部

○ 防災訓練の実施 2,623 危機管理防災本部

○ 防災講演会を開催 304 危機管理防災本部

【新規】○ 防災ライフハック体験会の実施 687 危機管理防災本部

＜拡充＞　

○ 中越大震災の経験を継承 57,688 地域振興戦略部

○ 地域と学校が連携した防災教育の推進 5,400 危機管理防災本部

○ 子育てあんしんの避難所事業の実施 960 子ども・子育て課

【新規】○ 緊急避難場所に非常用発電機を配備 6,520 危機管理防災本部

○ 高齢者世帯等の固定電話に避難情報を一斉配信 1,200 危機管理防災本部
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・「ながおか土砂災害Ｄメール」で、迅速、確実な情報を伝達

・被害情報の迅速な情報伝達と意思共有を強化

・大学や関係団体と連携し、出前講座や防災訓練において専門家講師を活用

・専門家を交えたワークショップ等を開催

○ ＮＰＯと協働して防災情報メールを配信 2,013 危機管理防災本部

【新規】○ ビジネスチャットの活用 4,620 情報システム管理課

○ 局地的な気象情報の活用 500 危機管理防災本部

○ 土砂災害対策の推進 990 危機管理防災本部

○ 原子力防災の市民向け出前講座の充実 1,554 原子力安全対策室

＜拡充＞○ 原子力防災訓練の実施 2,763 原子力安全対策室

○ 原子力安全対策のための調査研究の実施 221 原子力安全対策室

【新規】○ 津波浸水想定区域にまちなか防災サインを設置 1,800 危機管理防災本部

○ 原子力防災ホームページによるわかりやすい情報提供 2,318 原子力安全対策室

【新規】○ 水災害リスクを踏まえた都市防災まちづくりの推進 3,204 都市計画課

【新規】○ 避難行動要支援者の個別計画作成を促進 141 福祉総務課

【新規】○ 内水ハザードマップを作成 55,000 下水道課

【新規】○ 防災指針を備えた立地適正化計画の改定 7,500 都市計画課

○ 農業用ため池ハザードマップを作成 22,000 農林整備課
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・各地域の小規模災害に機動的に対応

合　計

【新規】〇 雪下ろし用命綱固定アンカーの設置を支援 5,000 住宅施設課

2,219,129

○ 災害発生時の応急復旧対策「地域の救急箱」 12,000 地域振興戦略部
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